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「造成土地管理事業」の平成２８年度２月補正予算案の概要について 
 

平成２９年１月１８日 
千葉県 企業土地管理局 経営管理課 
電話 043－296－8484 

 

１ 「造成土地管理事業」の平成２８年度２月補正予算では、土地分譲収入の

精査や事業費の確定などに伴う補正を行います。 
 
２ 収益的収支では、 
（１）収入は、１２８億９６百万円の減額となりました。 

   これは、千葉北部地区等で平成２８年度に見込んでいた分譲収入が、次年度の

収入となる見込みであることなどにより、土地分譲収入を１３６億１百万円減額

することによるものです。 

（２）支出は、１１億３５百万円の減額となりました。 
   これは、平成２８年度に見込んでいた分譲収入が、次年度の収入となる見込み 

であることなどにより、土地分譲原価を７９億８０百万円、委託料や修繕費等で

４３億９１百万円減額する一方で、地方公営企業法施行令に基づき毎年度末に 

実施する土地の時価評価による減少分９５億８百万円を費用として計上する  
ことによるものです。 

 
３ 資本的収支では、 

支出は、１億１４百万円の減額となりました。 

   これは、成田国際物流複合基地の造成工事費の確定などにより、建設改良費を 
１億４百万円減額することによるものです。 

 
４ 保有資金は、平成２７年度末の７２３億１６百万円から６３億３５百万円

増加し、平成２８年度末は７８６億５１百万円になる見込みです。 
 
５ 未処分土地の面積は、分譲の促進等により、平成２７年度末の約３９１ 

ヘクタールから約５８ヘクタール減少し、平成２８年度末は約３３３ヘクタ

ールとなる見込みです。 
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１ 補正予算の規模 

 

（単位：百万円） 
 

区   分 現計予算 ２月補正 計 

収益的収入（１） 36,569 ▲12,896 23,673 

 

土地分譲収入 31,448 ① ▲13,601 17,847 

特別利益     1,208 1,208 

収益的支出（２） 34,966 ▲1,135 33,831 

 

土地分譲原価 23,155 ①  ▲7,980 15,175 

 

委託料 2,569   ▲1,981 588 

修繕費 1,838    ▲1,043 795 

補償費 757    ▲711 46 

負担金 2,613 ▲656 1,957 

計 7,777  ②  ▲4,391 3,386 

資産減耗費 2 ③   9,508 9,510 

特別損失 378 ④   2,549 2,927 

資本的収入 700  700 

資本的支出（３） 5,155 ▲114 5,041 

 建設改良費 2,121 ①   ▲104 2,017 

  注）表示単位未満四捨五入のため、積み上げが一致しない場合がある。 
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２ 増減の主なもの 

（１）収益的収入 

  ① 土地分譲収入     ▲１３，６０１百万円（既定とあわせ１７，８４７百万円） 

      千葉北部地区や浦安地区第２期で、平成２８年度に見込んでいた分譲収入が、     

次年度の収入となる見込みであることなどにより、土地分譲収入を減額します。 
   

千葉北部地区     ▲８，３４８百万円（既定とあわせ ３，７５２百万円） 
    浦安地区第２期    ▲５，２４５百万円（既定とあわせ ３，７４５百万円） 
   

 

（２）収益的支出 

  ① 土地分譲原価     ▲７，９８０百万円（既定とあわせ１５，１７５百万円） 

     千葉北部地区や浦安地区第２期で、平成２８年度に見込んでいた分譲収入が、     

次年度の収入となる見込みであることなどにより、分譲原価を減額します。 
 

千葉北部地区     ▲４，４４８百万円（既定とあわせ ７，３４８百万円） 
    浦安地区第２期    ▲３，４４８百万円（既定とあわせ ３，１４６百万円） 
         

② 委託料・修繕費・補償費・負担金 

             ▲４，３９１百万円（既定とあわせ ３，３８６百万円） 

     公共施設の引継ぎ工事や千葉ニュータウンの追加工事等の事業費の確定などに 

伴い、委託料や修繕費、補償費を減額します。 
 

③ 資産減耗費       ９，５０８百万円（既定とあわせ ９，５１０百万円） 

     地方公営企業法施行令に基づき毎年度末に実施する、未処分土地の時価評価によ

る減少分を費用として計上します。 
 
  ④ 特別損失        ２，５４９百万円（既定とあわせ ２，９２７百万円） 

 地方公営企業法施行令に基づき毎年度末に実施する、貸付土地の時価評価による

減少分等を費用として計上します。 

 

 

（３）資本的支出 

  ① 建設改良費        ▲１０４百万円（既定とあわせ ２，０１７百万円） 

     事業費の確定などに伴い、造成工事費等を減額します。 
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３ 保有資金 

（単位：百万円） 
平成２７年度末 

保 有 資 金 

Ａ 

平成２８年度  平成２８年度末 

保 有 資 金 

Ａ＋Ｂ－Ｃ 

現 金 収 入 

Ｂ 

現 金 支 出 

Ｃ 

７２，３１６ ２０，８４５ １４，５１０ ７８，６５１ 

  平成２８年度は、土地分譲収入等の現金収入が２０８億４５百万円で、一般管理費等の

現金支出が１４５億１０百万円となり、保有資金は平成２７年度末の７２３億１６百万円

から６３億３５百万円増加し、平成２８年度末は７８６億５１百万円となる見込みです。 

  


